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第 4 節 固定資本の補填問題 
第 5 節 マルクスの法則論の問題点 
      





































































































































































































































21 『国富論』（１）195－6 頁。［ ］内は筆者。以下同様。 
22 『資本論』長谷部訳、青木書店、第二巻４８２頁。 


















































































































































































































































                                               
46 『国富論』（２）２３１－３頁。 
47 この分業における区別については『資本論』第一巻、第 4 篇、第 12 章第 4 節を参照。また
富塚『蓄積論研究』１１頁など参照。 
48 『資本論』第二巻 507 頁。 
















































55 『国富論』（２）244 頁。  















































59 『国富論』（２）250 頁。 
60 同（２）251－２頁。 











































って、三つの収入とは別に、文字通り、第 4 の項目が存在するのであろうか。 






















































66 『国富論』（２）２４１頁。  
67 同（２）２５１－２頁。 
68 同（２）２５２頁。傍点筆者。 













































































































































                                                                                                                                                      
１９５８、６３５－７、１３３４－８頁）。 











































って分類してｘi を i 部門の製品１単位当りの生産に直接、間接に必要な総労働支出量、aijを i
部門の製品１単位を生産するのに必要な j 部門から投入される使用価値単位量、piを i 部門の製
品１単位の生産に必要な直接的支出労働時間として次の連立方程式を解けば、それぞれの製品 1
単位当たりに社会的に必要な支出労働時間は測定される。 









スキナー『アダム・スミスの社会科学体系』田中等訳。未来社、１９８１、第 7 章のⅣを参照。 



























































































































































































12 以上、同第一巻第 22 章「剰余価値の資本への転化」より。 
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 ⅠＡ ⅠＢ ⅠＣ ｃ小計 ｖ＋ｍ 生産物価値計 
ⅡＤ ２００ ２５０ ３５０ ８００ ４００ １２００ 
ⅡＥ ２５０ １５０ ２００ ６００ ３００ ９００ 
ⅡＦ １５０ ２５０ ２００ ６００ ３００ ９００ 

































































                                               
28 例えば、『資本論講座』第７分冊、青木書店、１９６４、第一篇、Ⅱ、第一章の二参照。 


















































































































    （二） 
 
 まずはマルクス自身に即して、流通期間を考察してみよう。 



























































































































































































































































                                               
40 同第二巻１８９－９０頁。 
41 同第二巻１７８－9 頁。 
42 同第二巻１６４頁。 
43 同第二巻１６４頁。 
































































































ＰⅠ期 ＰⅡ期 ＰⅢ期 ＰⅣ期  
第１週 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ 
 











                                               


























回転期間は生産期間の 2 倍である。 
 輸送期間を考慮すれば、幾分事情は変化する。仮に１週間の輸送期間が必要だとすれ
ば、各期、完成品在庫滞留期間としての流通期間は１週間後にずれて、図２における第





















 そうすると図２のケースでみれば、第 4 週と第５週の間に製品在庫は枯渇し、第５週
末には貨幣は全額還流する。資本の回転は速くなったようにみえる。 
 だが、第 6 週には既に販売さるべき在庫形態での商品はなくなっているのに、第Ⅱ期
















 次に、労働期間よりも流通期間が長い場合があるとしよう。同じく労働期間を 3 週と
し、それに対し流通期間は４週としよう。全体的事情または特殊部門的事情によって市
況が悪化し、それだけ売れ行きが鈍化したのであろう。 
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第 4 節 固定資本の補填問題1 
 






































                                               





























































時期 ｔ期 ｔ＋１期 ｔ＋２期 ｔ＋３期 ｔ＋４期 
Ⅰ（生産） Ｆ1000 1000 1000 1000 1000 
Ⅱ Ａ 
Ｆ1000     
ｆ200 ｆ200 ｆ200 ｆ200 ｆ200 
ｄ200 ｄ400 ｄ600 ｄ800 ｄ1000 
  Ｂ 
 Ｆ1000    
ｆ200 ｆ200 ｆ200 ｆ200 ｆ200 
ｄ1000 ｄ200 ｄ400 ｄ600 ｄ800 
  Ｃ 
  Ｆ1000   
ｆ200 ｆ200 ｆ200 ｆ200 ｆ200 
ｄ800 ｄ1000 ｄ200 ｄ400 ｄ600 
  Ｄ 
   Ｆ1000  
ｆ200 ｆ200 ｆ200 ｆ200 ｆ200 
ｄ600 ｄ800 ｄ1000 ｄ200 ｄ400 
  Ｅ 
    Ｆ1000 
ｆ200 ｆ200 ｆ200 ｆ200 ｆ200 




























投下される前貸資本 1000 の他に、毎期、絶えず各資本家の手元に 200＋400＋600＋800
＝2000 の貨幣量が滞留していることである。このことが次の問題と関連する。 
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８ｄ ５ｄ ３ｄ 
９ 
ｄ１ ｄ２ ｄ３ 
R4 





９ｄ ５ｄ ４ｄ 
１０ 
 
ｄ１ ｄ２ ｄ３ ｄ４ 
R5 




10ｄ ５ｄ ５ｄ 
                                               
9 『資本論』第二巻６５１頁。 





























 固定資本価値 移転価値 年度末の貨幣積立額 更新 
固定資本Ａ １７８ １８ １７８ １７８ 
固定資本Ｂ １９６ ２０ １７７  
固定資本Ｃ ２１６ ２１ １７２  
固定資本Ｄ ２３７ ２４ １６６  
固定資本Ｅ ２６０ ２６ １５６  
固定資本Ｆ ２８６ ２９ １４４  
固定資本Ｇ ３１５ ３１ １２６  
固定資本Ｈ ３４７ ３５ １０４  
固定資本Ｉ ３８２ ３８ ７２  
固定資本Ｊ ４２０ ４２ ４２  








11 前掲『資本論講座』第 3 分冊、２４１－５頁。 





























Ⅱ 333ｆ０＋17ｆ１＋1750Ｚ＋175Ｍ(Ｆ)＋88Ｍ(Ｚ)  















                                               
12 富塚『恐慌論研究』後篇、第５論文。 
13 『資本論』第二巻５１８頁。 








































                                               
14 同第二巻６８８頁。 
15 この点についての豊倉の批判は、その限りで正しい（前掲『資本論講座』第 3 分冊、２４０
頁。 
16 富塚『恐慌論研究』６８８頁。 
17 以下、高須賀『再生産表式分析』第 7 章：前掲『資本論講座』第３分冊、２４５－２５２頁
による。 
18 高須賀の整理によれば（前掲書第 8 章）、A.流通速度増大説、B.金生産部門説（金生産との
交換）、C. 蓄蔵資金の社会的利用説、などがある。 












































































時期 ｔ期 ｔ＋１期 ｔ＋２期 ｔ＋３期 ｔ＋４期 




    
ｆ200 ｆ200 ｆ200 ｆ200 ｆ200 
ｄ200 ｄ400 ｄ600 ｄ800 ｄ1000 
  Ｂ 
 Ｆ1000 
(G800+a200) 
   
ｍ200 ｆ200 ｆ200 ｆ200 ｆ200 
a200 ｄ200 ｄ400 ｄ600 ｄ800 
  Ｃ 
  Ｆ1000 
(G600+a400)   
m200 m200 ｆ200 ｆ200 ｆ200 
a200 a400 ｄ200 ｄ400 ｄ600 
  Ｄ 
   Ｆ1000 
(G400+a600)  
m200 m200 m200 ｆ200 ｆ200 
a200 a400 a600 ｄ200 ｄ400 
  Ｅ 
    Ｆ1000 
(G200+a800) 
m200 m200 m200 m200 ｆ200 
a200 a400 a600 a800 ｄ200 
 














































                                               
22 『資本論』第二巻、６５１頁。 














































                                               
23 『資本論』第二巻、４５０頁。 














































                                               
24 同第二巻４１８－２０頁参照。 










































































年度 固定資本現有額 新設額 更新額 当期償却資金 償却資金残高 
ｔ期 １０００ １０００  ２００ ２００ 
ｔ＋１ １２００ ２００  ２４０ ４４０ 
ｔ＋２ １４００ ２００  ２８０ ７２０ 
ｔ＋３ １６００ ２００  ３２０ １０４０ 
ｔ＋４ １８００ ２００  ３６０ １４００ 
ｔ＋５ ２０００ ２００ １０００ ４００ ８００＊ 
 














































































年度 固定資本現有額 新設額 廃棄 当期償却資金 償却資金残高 
１ １０００ １０００  ２００ ― 
２ １２００ ２００  ２４０ ４０ 
３ １４００ ２００  ２８０ １２０ 
４ １６００ ２００  ３２０ ２４０ 
５ １８００ ２００  ３６０ ０ 
６ １４００ ６００ １０００ ２８０ ８０ 
７ １４００ ２００ ２００ ２８０ １６０ 
８ １６００ ２００ ２００ ３２０ ２８０ 
９ １６００ ２００ ２００ ３２０ ０ 
１０ ２０００ ６００ ２００ ４００ ０ 
１１ １８００ ４００ ６００ ３６０ １６０ 
























































































































監訳、勁草書房、２０１４、下巻第 16 章参照。 
4 『資本論』長谷部訳、第一部５２２頁。 













































6 森嶋通夫『マルクスの経済学』高須賀義博訳、岩波書店、２００４、第Ⅳ部、第 10 章。 
7 同上第Ⅴ部、第１３章。 
8 置塩信雄『マルクス経済学Ⅱ』第 1 章。 
9 ホロヴィツ編『現代経済学とマルクス』２９４頁。 







































































wi は i 部門の製品 1 単位当たりの賃金コスト、ri は i 部門の製品 1 単位当たりの平均利




   a11 a12 ……a1n        p1 
a21 a22 ……a2n        p2 
 
 

















































































17 同第三巻１２４１頁。  
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のような結果を齎すかは法則として定式化できるし、同様に拡張志向であればどうなる
かも定律化できる、とは言えよう。また資本主義経済が腐朽段階になく、活力を失って
いなければ、利潤を得られる限りは活動を拡大し、経済不振に転じてもそこからの自律
的回復力は有する。それ故、好況・不況の循環自体の存在は客観性をもつ。 
だが、好況が過熱的か否か、激しい恐慌となるか否か、不況が長引くか否か、循環の
期間がどの位か、といった事柄は原理上、蓋然性の問題となる。ここでは決定論的法則
は通用しない。経済状況の変化は一定の法則性を包含しつつも、同じことが反復するわ
けではない。 
  
成程、歴史は繰り返すとはいえ、可逆的ではない。もし可逆的であるとすれば、未来
は予測可能ということになる。だが、実際には人間の活動は、過去の経験や反省に踏ま
えつつも、不確実な未来に向かっての投企であり、各人の主体的判断と行為の選択であ
る。その選択肢は過去の歴史によって準備されている。そして人々がどのような行動を
選択したかの集合的結果が不可逆的歴史となっていく。その選択のための過去の反省材
料を提供することこそが歴史科学たる経済学の主要な使命であろう。 
 従来の社会科学は自然科学の輝かしい発展の影響を受けてか、客観的な因果関係、決
定論的法則の追求に拘泥してきたのではなかろうか。なかでも時間的対称性と決定論を
特徴としてきたニュートン力学の影響は大きい。確かに何らかの複数の法則ないし数理
モデルでもって世界を説明してしまえるとすれば、いかにも魅力的に思えよう。マルク
ス経済学もそうした発想から完全に自由というわけではないが、資本主義経済を相対化
し、つきはなして批判対象とみる研究姿勢によって、ラプラスの悪魔の呪縛からは解放
されている。とはいえ資本主義経済の運動法則があたかも時間的に反復し、決定論的法
則であるかのごとく把握されているとすれば、複雑な現実世界分析のツールとしては不
十分性を免れない。 
Ｉ.プリゴジンの非平衡熱力学理論は物理学、より広くは自然科学に時間の非対称性
＝不可逆性と確率的世界観を持ち込み、それによって不安定性、不確実性、多様性を受
け容れうる理論を構築し、分子運動の軌道方程式だけでなく、軌道をも包含する分布関
数によって状態及び状態の変化の記述に成功したと言えよう。 
こうした理論的成果は単に物理学の分野に留まらず、人文社会科学にも適用可能な内
容を含んでいると思われる。本稿はささやかながら、そうした視角からマルクス再生産
論の再構成を試みたものである。それがどこまで成功しているかは、確信の限りではな
いが、マルクス再評価への一石は投じたものではありたいと願う。 
 
かくしてマルクス理論が更に発展する途は、約言すれば、必然性の世界から蓋然性の
世界への転換、決定論的法則の相対化、法則論と確率論の綜合である。 
 
